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発 言 通 告 書 

【件名及び発言の要旨】 

１ 実施計画における人口減少・学力向上施策について 

(1) 人口減少に関する行政計画目標の考え方及び定住促進施策の

方向性について 

(2)  実施計画に掲げた学力向上目標の達成見込みについて 

(3)  次期実施計画における定住促進・学力向上の考え方について 

 

２ 財政基本計画について 

(1) 次期財政基本計画における事務事業削減に対する市長の考え

方について 

(2) 吉田市長就任期間における税収減に対する捉え方について 

(3) 次期財政基本計画における税収増施策について 

(4) 同計画における税収確保に向けた投資の考え方について 

 

３ 100 条委員会からの指摘事項に対する対応結果について 

発言者氏名  田辺昭人 

発言の会議  平成２９年 ２月２３日  本会議 

発言の種類  質 疑、一般質問、緊急質問、討 論、その他 

質疑等の方式  一 括、一問一答 

答弁を求める者 市 長、上下水道局長、教育長 
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(1)  同委員会指摘事項に対する再発防止策の実施結果及び所見に

ついて 

 

４ 本市歴史遺産の保存について 

(1) 歴史遺産の保存方法としてＩＣＴ技術を活用する等、現実的

な解決策をとる必要性について 

 

５ 観光客に対する民泊の活用について 

(1)  マッチングサービス事業者に登録されている本市民泊施設数

と当該施設に対する本市からの指導及び近隣トラブルの有無に

ついて 

(2) 民泊新法、旅館業法改正、国家戦略特区による民泊に対する

効果及び課題について 

(3) 本市の地域特性を踏まえた民泊の推進方法について 

(4) 空き家解決策として民泊を活用する必要性について 

 

６ インバウンド事業について 

 (1)  本市在住外国人から海外に本市訪問を目的とした魅力発信を

実施することについて 

 (2)  国際的なイベント開催により国際都市横須賀をアピールする

必要性について 

(3)  市内道路・観光拠点等における英語併記実施の必要性につい

て 

 

７ 本市都市イメージにおける海の活用について 

 (1)  都市イメージ発信として海を積極的に活用する気持ちの有無

及び横須賀にとっての海の重要度に係る市長の認識について 
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(2)  本市と藤沢市を比較した番組内容の事前把握の有無及び同放

送による本市イメージ向上の認識について 

 (3) 本市イメージ向上のために海水浴場の指定をふやす必要性に

ついて 

 

８ 若手職員の人事制度について 

 (1)  入庁後10年以内に２つから３つの課を経験させるジョブロー

テーション制度の検証について 

 

９ 市職員の時間外勤務について 

 (1)  １カ月80時間超の時間外勤務を行った職員数と市長の認識及

び今後の改善策について 

 (2)  管理職の労働時間把握の有無及び１カ月80時間超の時間外勤

務を行った管理職数について 

(3)  管理職の労働時間を把握していない場合における把握の必要

性及び管理職の適正な勤務時間数について 

 

10 入札制度及び債務負担行為について 

 (1)  地域活性化につながるような格付制度の導入及び評価項目に

ついて 

 (2)  発注時期の平準化を踏まえた債務負担行為活用の必要性につ

いて 

  

11 高齢者の交通問題及び買い物弱者問題について 

 (1)  高齢者の運転免許返納に係る本市の対応方法及び相談窓口の

現状について 

(2)  本市の買い物弱者に対する支援状況及び新たな支援策の検討

状況について 
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12 地域防災と活断層について 

 (1)  三浦半島断層群地震に係る市民周知の必要性について 

(2)  震災時避難所運営マニュアルの未整備避難所数及びマニュア

ル整備時期について 

 

13 地域運営協議会について 

 (1)  本庁管内の同協議会未設置地区に対する市長の所見及び今後

の推進方法について 

  (2)  同協議会運営における財政的な課題認識について 

(3)  市から独立した同協議会運営及び財政支援の必要性について 

 

14 市職員の地域活動参加について 

 (1)  市職員の参加状況について 

 (2)  市職員に対する参加奨励手法の検討内容について 

 

15 障害者の雇用促進について 

(1)  本市において障害者雇用が進んでいないことに対する市長の

認識について 

 

16 在宅死亡率数値について 

(1)  在宅死亡率の捉え方及び在宅死亡者の実態把握の必要性につ

いて 

(2) 本市における現在の在宅療養支援診療所数について 

(3) 同診療所の将来的な必要数及び確保手法について 

 

17 浦賀無縁納骨堂及び市営馬門山墓地の無縁墓について 
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(1) 浦賀無縁納骨堂及び市営馬門山墓地を廃止し遺骨を市営公園

墓地に改葬する理由について 

(2)  浦賀無縁納骨堂及び市営馬門山墓地の今後の方針について 

 

18 保育園整備について 

(1) （仮称）中央こども園整備事業が実現しなかった理由につい

て 

(2)  認定こども園への移行を推進させるために本市が率先して整

備し、幼保連携型認定こども園のあるべき姿を指し示す必要性

について 

(3)  （仮称）中央こども園整備のおくれが公立保育園再編実施計

画へ与える影響について 

(4)  同園整備のおくれが民営化予定の園へ与える影響について 

(5)  公立保育園再編実施計画のおくれが待機児童対策に与える影

響について 

(6)  現状下において待機児童解消のため民間保育園の新設等の提

案が示された場合の本市の対応について 

(7)  老朽化している公立保育園の早急な建てかえの必要性につい

て 

 

19 学童クラブについて 

(1) 放課後児童支援員等のさらなる処遇改善への対応について 

(2) 同支援員等の資質向上のための研修に係る今後の方針につい

て 

(3) 学童クラブ未設置学区解消に向けた今後の対応方法について 

 

20 農業政策について 
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(1) 横須賀産農産物をさまざまな場面で使用してもらうことを目

的とした生産工程管理の必要性について 

 

21 漁業振興について 

(1) 本市漁業を安定的に継続させるため、漁業が就業者にとって

意欲を持って打ち込める産業となるようにしていく必要性につ

いて 

 

22 企業誘致と雇用創出について 

(1) 市長在任約８年間における雇用創出の総括について  

 

23 市街地再開発事業について 

(1) 横須賀中央エリア市街地再開発事業の効果に対する市長の所

見について 

(2) 市が率先して同エリアの再開発事業をコントロールし、進め

ていく必要性について 

(3) 追浜及び久里浜地区の再開発における課題について 

(4) 同地区における課題を整理し、市として将来のグランドデザ

インを明確に示す必要性について 

(5) 国道 357 号延伸に係る追浜駅前道路拡幅の必要性について 

(6) 「経済部中心市街地活性化担当課長」設置の効果及び同ポス

トを２年で廃止した理由について 

 

24 浦賀港周辺開発について 

(1) 市長の描く浦賀奉行所開設 300 周年事業について 

 (2)  同事業に対する市と地域運営協議会との協議内容について 

(3) 浦賀港周辺地区再整備が先送りになった理由について 
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 (4) ユニマット社によるヴェラシス隣接エリア開発計画の進捗

状況について 

 

25 久里浜港の機能強化及びポートセールスについて 

(1) 久里浜港の恒久的利用状況が見えないという課題に対し、市

長が行ってきた具体的施策について 

(2) 現在行っているポートセールスの進捗状況及び今後の活性

化・機能強化策について 

 

26 水道施設及び下水道施設の耐震化について 

(1) 経営目標として掲げている「いつでも安心して使える止まら

ない水道・下水道」の「いつでも」の意味について 

(2) 水道施設である浄水場、配水池、ポンプ場の耐震化計画につ

いて 

(3) 水道管の耐震化計画について 

(4) 下水道施設である浄化センター、下水道ポンプ場の耐震化計

画について 

(5) 下水道管路の耐震化計画について 

 

27 配水管の更新について 

(1) 法定耐用年数を大幅に超える年限で実施されている配水管の

更新に対する考え方について 

(2) 同管の更新計画について 

 

28 県内水道事業の広域化について 

(1) 神奈川県内水道事業検討委員会が作成した報告書に掲げられ

た事項に対する具体的な取り組み内容について 
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(2) 人口減少を迎える中における県内水道施設の共通化・広域化

の方向性について 

(3) 同状況下における本市水道事業の方向性について 

 

29 総合教育会議について 

(1) 総合教育会議で扱う課題の解決手法について 

(2) 同会議の事務担当を教育委員会事務局から市長部局へ変更す

る必要性について 

 

 


